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平成 17 年、住民監査請求(却下)を経て、住民らである X は環境影響評価の杜撰さと経済的合理性
の欠如の観点から本件免許及び承認の違法、これを前提とする財務会計行為の違法を主張し、①沖縄
県知事 Y₁・沖縄市長 Y₂に一切の公金の支出・契約締結・債務その他の義務負担の禁止、②Y₁に債務
者 A(前沖縄県知事)及び国に対する損害賠償を請求するように求め、地方自治法 242 条の 2第 1 項に
基づく住民訴訟を提起した。 
本件事業は、埋立地の早期利用のため第Ⅰ地区と第Ⅱ地区に区分され、第Ⅰ地区のみ先行して施工
されていたところ、平成 18年に新市長に就任した Y₂は、平成 19年に、①第Ⅰ地区は計画の見直しを
前提に推進、②第Ⅱ地区は干潟環境のさらなる配慮から計画を見直す、という方針を表明した。 




第二審（福岡高裁那覇支判平成 21 年 10 月 15 日 判自 328 号 29 頁）は、①本件環境影響評価は不
十分ではあるが、違法とまではいえない、②本件埋立事業等の違法性についても、免許及び承認の時








画に基づいて当初の埋立事業の変更を申請し、沖縄県知事はこれを許可した。そして、平成 23 年 10
月から 11月にかけて、この変更許可に基づき、国及び沖縄県は埋立工事を再開した。  
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て違法なものといえるかが主な争点となった。第一審(那覇地判平成 27年2月 24日 LEX/DB 25506239)
は、①本件埋立事業等は経済的合理性を欠くものではなく地方自治法に反するものではない、②本件
変更許可は裁量の逸脱、濫用にあたらず公有水面埋立法に反しないと判示した。また、控訴審（福岡
高判平成 28年 11月 8日 LEX/DB 25545004）は、本件埋立事業等は経済的合理性を欠くものではなく
当該判断に不合理な点や過誤はないとして、本件請求を一部却下、一部棄却した。これに対し、控訴
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